様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　　　2024年3月14日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）あさだけんせつかぶしきがいしゃ
一般事業主の氏名又は名称　朝田建設株式会社
（ふりがな）あさだ　ごう
（法人の場合）代表者の氏名　朝田 豪 印   
住所　〒029-4102
岩手県西磐井郡平泉町平泉鈴沢4-1
法人番号　8400501000310　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	DX戦略2024

	公表日
	　　　　2024年　2月　13日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	朝田建設株式会社HPで公表　記載箇所ページ
「DXに関するトップメッセージ」
「経営理念・経営ビジョン」
公表HP：https://www.asadakensetu.com/dx/

	記載内容抜粋
	（経営ビジョン）
顧客視点で価値を創出し、データやデジタル技術を駆使することでお客様にとってわが社がなくてはならない存在「ゼネラルコンストラクター（総合建設業者）」となることを目指します。５年後には、他県で表彰を受けた施工管理、安全管理を取り入れ、東北地方整備局発注工事で建設会社の中で評定点・シェアNo1になります。
（社長が目指すビジネスモデル）
時代の移り変わりに伴って、社会状況や建設会社を取り巻く環境も大きく変わってきました。このような状況の中、朝田建設株式会社は、デジタル技術をうまく活用し、お客様の要望に応じた建設事業を提供出来るような体制を構築し、提供できる仕事の幅や深さをどんどん拡大していきます。今までは公共工事がメインでしたが、その枠にとらわれずに様々な課題を一つ一つ解決していきながら、今後の成長の種を育て変化し続けます。また、デジタル人材の育成も促進しICTの内製化を図り、建設業の大きな問題の一つである人材不足に一石を投じる事が出来る企業を目指していきます。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	2024年　2月　5日に開催された取締役会で、「DX戦略2024」は承認された。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	DX戦略2024

	公表日
	　　　　2024年　2月　13日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	朝田建設株式会社HPで公表　
記載箇所ページ「DX戦略」
公表HP：https://www.asadakensetu.com/dx/

	記載内容抜粋
	＜DXステップ＞
経営ビジョンの達成のために、顧客目線を第一にデジタル技術の活用に努め、他県で表彰を受けた施工管理、安全管理を取り入れ、５年後には東北地方整備局発注工事で建設会社の中で評定点・シェアNo1になります。
顧客の要求にスピーディに対応するため、下記のようなステップでデジタル化やデータ活用、社内変革を推進し、毎年売上1％をDX推進のために投資します。
◆2024年の私たち
・戦略①仕事の可視化
・入札情報の可視化
→ルッカースタジオで共有
・SDGs推進（脱炭素）
→ゼロボード（ソフト）で脱炭素の取組みを見える化
◆2027年の私たち
・戦略②ICT施工※の内製化
→現在外注しているICT施工の自社での内製化を推進し、将来的にはICT施工の受注も行う
・戦略③デジタル人材の育成
→ICT施工ツールの活用やデータ分析ができる人材育成
※ICT施工とは、ICT(情報通信技術)を使って建設工事の各工程から得られるデータ（体積・面積・高さ・位置や形状など）を活用して高効率・高精度の施工を行い、そして施工工程で得られたデータを他の工程に使い、生産工程全体の生産性の向上や品質の確保等を図る施工方法のこと。
◆2029年の私たち
・東北地方整備局発注工事で評定点・シェアNo1
・お客様にとってわが社がなくてはならない存在であるような企業を目指す
・多くの顧客ニーズをかなえられる「ゼネラルコンストラクター（総合建設業者）」へ

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	2024年2月5日に開催された取締役会で、「DX戦略2024」は承認された。



1  戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	朝田建設株式会社HPで公表　
記載箇所ページ「体制・人材育成」
公表HP：https://www.asadakensetu.com/dx/

	記載内容抜粋
	当社は、DXを推進するため、DX推進委員会を設置しました。委員会は実務執行総括責任者である社長を委員長とし、DX専任者および各部門長がメンバーで構成されています。委員会は、DXの戦略策定、実行計画の立案、実行状況のモニタリングを行いPDCLAサイクルを回し、並行してデジタル人材の育成も行いながら、DXを推進します。
「デジタル人材の育成」としては、戦略③として公表している、ICT施工ツールの活用やデータ分析ができる人材育成を行います。



2  最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	朝田建設株式会社HPで公表　
記載箇所ページ「DX戦略」及び「デジタル技術、環境整備」
公表HP：https://www.asadakensetu.com/dx/

	記載内容抜粋
	＜DX戦略＞
顧客の要求にスピーディに対応するため、下記のようなステップでデジタル化やデータ活用、社内変革を推進し、毎年売上1％をDX推進のために投資します。

＜デジタル技術、環境整備＞
当社は、DX推進のために下記表のとおり、定期的に既存システムの見直・改善や新規システムの導入を行いながらデジタル技術の活用や環境整備に取り組みます。
既存システム：Chatwork・給与システム・建設奉行(経理システム)・Googleワークスペース・デキスパート・トータルステーション・３D施工データ作成ソフト等の利用状況を確認しながら見直しを行い、必要に応じて適宜機能改修を行います。
新規システム：ゼロボードを2024年までに導入します。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	DX戦略2024

	公表日
	　　　　2024年　2月　13日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	朝田建設株式会社HPで公表　
記載箇所ページ「数値目標（KPI）」
公表HP：https://www.asadakensetu.com/dx/

	記載内容抜粋
	DX推進の達成状況を測る指標として下記を定めます。実行計画を立案したうえで、取り組みを行い、各部署ごとに目標値の達成状況を月1度評価を行いながら目標達成できるようPDCLAサイクルを回していきます。

戦略①仕事の可視化
◆ルッカースタジオの活用→データ分析：2026年までに全部署が使用できるようになる
◆ゼロボードを利用し、脱炭素活動の見える化を促進：2026年までに全現場で利用できるようになる
戦略②ICT施工の内製化
◆ ICT施工の内製化で増収増益：2027年までにICT施工を内製化した
工事の売上構成比が全体売上の30％達成
戦略③デジタル人材育成
◆ICT施工ツールの活用やデータ分析ができる人材の育成：2027年までに10名育成



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2023年9月26日（TOPICS「DX認定」）
2024年3月7日（TOPICS「DX認定の一部改訂」）

	発信方法
	朝田建設株式会社の「ASADA NEWS」内のTOPICS「DX認定」・「DX認定の一部改訂」に進捗等に関する方針と一部内容改訂について実務執行総括責任者である社長自らが行っている。
公表HP（TOPICS「DX認定」）：https://www.asadakensetu.com/topics/news/dx%e8%aa%8d%e5%ae%9a/
公表HP（TOPICS「DX認定の一部改訂」）：https://www.asadakensetu.com/topics/news/dx%e6%88%a6%e7%95%a5%e3%81%ae%e4%b8%80%e9%83%a8%e6%94%b9%e8%a8%82/

	発信内容
	・TOPICS「DX認定」
私たち朝田建設株式会社は、全社を挙げてデジタル技術を積極的に導入することで、プロジェクトの計画から設計、施工までの管理業務を効率化するとともに、建設工程の見える化を進め、顧客とのコミュニケーションを強化することで、プロジェクトの進行状況をいち早く把握し、建設の品質と安全性を向上させることに全力を注ぎます。
さらに、昨今は脱炭素化にむけたDXの取り組みも推進し、持続可能な土木建設に貢献します。
私たちは地域社会の発展と環境保護を両立し、建設事業の信頼性と品質を提供するためにDX戦略を実践していくことをお約束します。

・TOPICS「DX認定の一部改訂」
朝田建設株式会社の朝田豪です。
日頃より弊社の活動について、ご理解ご協力をいただき感謝申し上げます。
本日は、昨年9月に公表しておりました「DX戦略」の一部を2024年1月30日に改訂しましたのでお知らせします。
https://www.asadakensetu.com/dx/
幣社が利用している様々なデジタル技術やデータ活用について明確にしました。特に、トータルステーション及びそこから取得するデータを駆使してICT施工の内製化の推進を明確にし数値目標も公表しております。引き続き、幣社のDXの取組にご注目ください。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　　　2023年　　５月頃　～　　　2023年　　8月頃

	実施内容
	経営者のリーダーシップの下で、デジタル技術の動向や自社のITシステムの現状を踏まえた課題の把握を、「DX推進指標自己診断フォーマット」を利用して行い、IPAの自己診断結果入力サイトより提出している。
提出日：2023年8月21日



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　　　　2023年　　５月頃　～　　　現在

	実施内容
	情報セキュリティ方針を公表し、セキュリティアクション制度に基づき二つ星宣言を行っている。
公表HP：https://www.asadakensetu.com/cyber_security/
セキュリティアクション二つ星宣言ID: 40226230508



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

